














































































































































































































































































1) 長洲ーニ「産業・経済」『岩波講座現代教育学13』(1962 岩波書店） p.166 
2) 前掲論文 p.166 
3) 前掲論文 p。167
4) 前掲論文 p.168 
5) 前掲論文 p。168-169 
6) 前掲論文 p.169 
7) 前掲論文 p.170 
I. 










編著 (1974第一法規） p.35 7 -358 
141 山村賢明「日本人の経済的社会化序説」『現代社会学5』(1976 講談社）
山村氏によると， 「経済的社会化は他の個別領域的社会化に比べて，ほとんど未開拓な
分野といってよく，経済的社会化という用語さえ，末だ使われてはいない状態にある』と
述べている。しかし今後 「経済的社会化」の研究は進めていかなければならないもので
あるとし， 「経済的社会化」の内容領域を提示している。それによると， 「経済的社会化
の固有の領域は， 『経済的価値パターンの動磯づけ』と『経済行為の遂行性能についての
社会化』にある』と言っている。定義としては， 「一定の経済体系をもった社会のなかで
生活する人間一般について，とくに経済活動に関した側面の社会化を問題にするのであるd
と述べている。
この「経済的社会化」を提言している山村氏は，教育社会学者である。これに対して，
梶氏は，社会科教育関係者によるこれからの研究が切に望まれると述べている。
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